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要旨 
 
子どもの医療費助成を行う自治体が首都圏を中心に増加しているが、この事業が子
どもの医療受診にどのような影響を与えるかは明らかではない。子どもの急病時の重
症度別に、助成の程度などの各要因が親の受診意思に与える影響を、仮想質問のデー
タを用いて検討した。その結果、全額助成群と比較して、一部助成群及び助成なし群
では、軽症のかぜ症状の場合は「その日に受診する」という回答が有意に少なかった。
重症のかぜ症状の場合、助成は受診意思と有意な関連が見られなかったが、さらなる
検討が必要と思われた。また、父親の方が子どもをより「その日に受診」させると回
答した。 
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1. 序文 
 
1.1 日本の小児医療の現状 
近年の日本において、親または保護者の育児に対する不安は増す一方である（市川、
2004）。その一因として核家族化、それにともなう育児知識の継承の欠乏が挙げられ
る（宮本、2000）。さらに、医師・歯科医師・薬剤師調査によると、小児科医数は 2000
年の 14,156 名から 2012 年には 16,340 名とやや増加している（厚生労働省、2012a）
ものの、小児科を標榜する医療機関（特に病院）の減少が進んでいる。医療施設調査
によると、小児科を標榜する一般病院数は 2000 年には 3,359 施設であったが、2011
年には 2,745 施設にまで減少した（厚生労働省、2000; 厚生労働省、2011a）。その結
果、小児科外来の非常な混雑が見られている（Maeda, 2009）。 
また、小児救急で働く小児科医は疲弊し（江原、2006; 読売新聞、2008）、北陸 3
県の 47病院に勤務する小児科医 95名に対して 2001年に実施されたアンケート調査
では、74%が「現在の仕事をいつまで続けられるか不安だ」と回答した（眞弓、2003）。 
小児救急の混雑、小児科医の疲弊を改善するために、日本医師会は厚生労働省に対し、
1）勤務条件の改善、2）女性医師が仕事と家庭を両立できる就労環境の整備、3）大
学等における小児医療・周産期医療に関する卒前卒後教育の充実と支援、4）小児科
医師確保のための財政的基盤整備、5）効率的な小児医療提供体制の整備、を論点と
した提言をまとめた（日本医師会 小児救急医療体制のあり方に関する検討委員会、
2003）。 
一方、健康保険に加えて独自の助成制度を敷くことで子どもの医療費を無料にする
自治体が、特に首都圏で増えている。その理由として、首都圏の自治体に助成を行う
財政的な余裕が比較的あることが挙げられる（日本経済新聞電子版、2012a）。また、
助成制度を敷くことで、子どもを持つ若い家庭を自治体に呼び込むというねらいもあ
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る。助成制度が小児科医療の現場にどのような影響を与えるかについては様々な意見
があるものの、その影響を実証的に検証した研究はほとんどない。多田の研究によれ
ば、乳幼児医療費助成制度の対象を1歳引き上げると人口10万人あたり161人受療を引
き上げると報告している（多田、2005）が、この研究は都道府県別医療機関受療率を
用いた生態学的研究であり、また、疾病の種類や重症度の影響については不明である。 
首都圏を中心に増えつつある助成制度の小児科医療への影響を実証的に検討し、小
児科医療の供給体制に反映させていくことは、前述した小児科医療の窮状を合わせて
考慮すると、重要なことと考えられる。助成制度と子どもの受診との関連を明らかに
していくことは、医療政策的にも重要な課題である。 
 
1.2 医療費助成及び自己負担額と受診行動 
医療費助成は、患者の側から見ると自己負担額に直結するものである。医療費助成
や自己負担額と受診行動にはどのような関連があるのであろうか。 
米国においては、国民皆保険である日本と比較すると、経済的な困窮から医療アク
セスが妨げられることへの不安が強く、その面からの要因分析の研究が多い。小児医
療へのアクセスの関心も同様に高まっており、その一因としては小児科医の偏在と不
足に伴う社会の不安がある（Mayer, 2006）。また小児医療へのアクセスについては保
険など経済的な要素もその要因の一つであるが、多くの州は財政不足から、医療費助
成（Medicaidや、後述の SCHIP）に係る支出を減少させるため、自己負担増やカバー
範囲の減少、助成への新たな登録の凍結など、様々な施策を講じている（Skinner, 2007）。 
米国では1997年に、Medicaidの対象となるほど低所得ではないが民間保険を購入で
きない世帯の子どもを対象とするSCHIP（State Children’s Health Insurance Programs）
が制定された。Kenneyらのレビューでは、州ごとの研究の多くで、SCHIPでカバーさ
れた子どもの医療ケアへのアクセスが、カバーされる前と比較して改善されたと述べ
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られている（Kenney, 2007）。Skinnerらは、保険の状態と専門的ケアへの小児のアクセ
スとの関連を調べるためにシステマティックレビューを行った。1992年から2006年ま
での30の論文が最終的に分析され、無保険の子どもは保険でカバーされている子供よ
りもアクセスが悪く、公的保険の子どもは無保険の子どもよりはアクセスが良かった
が、民間保険の子どもよりもアクセスが悪かった（Skinner, 2007）。Szilagyiらの研究
は、SCHIP制定後、最も早い時期に行われたものである。ニューヨーク州の2,126人の
小児とその親に対するインタビューとカルテレビューの研究において、SCHIPの一つ
であるCHPlus（Child Health Plus）導入前後の比較で、予防医療への受診が25%、救急
医療の受診が52%、すべての受診が42%増加したと示した（Szilagyi, 2000）。Davidoff
らはNational Health Interview Surveyのデータを用い、慢性疾患を抱える子どもたちの、
医療機関の利用、満たされないニードの割合、収入に対する自己負担の割合等のアウ
トカムについてSCHIPの制定前後における変化を分析した。その結果、SCHIPの制定
後には無保険者が6.4%減少するとともに、公的保険にカバーされる者が9.8%増加した。
満たされないニードを報告した者が8%減少し、特に歯科医療について顕著であった。
専門医の受診、眼科及び歯科の受療が増加し、自己負担、救急外来の受診が減少した
が統計的有意ではなかった（Davidoff, 2005）。MayerらはNational Survey of Children With 
Special Health Care Needsの38,866名のデータを用い、満たされないニードと関連する
様々な要因について調査している。民間保険に加入している子どもと比較すると、無
保険の子どもにおいて、満たされないニードを報告した割合が、専門的なケアについ
てオッズ比（以下OR）が4.29（95%CI 2.99-6.15）であったが、SCHIPではOR 0.82、
MedicaidではOR 1.26であり統計的に有意ではなかった（Mayer, 2004）。 
米国のRAND研究所では、1974年から8年間にわたりHIE（Health Insurance 
Experiment）と呼ばれる研究を行った。2,756世帯、7,706人に対し、条件の異なる医療
保険を割り付け（自己負担率によって0%、25%、50%、95%の4種類を設定し、それ
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ぞれの種類の自己負担率に対し、自己負担の上限が1,000ドル及び収入の5%、10%、
15%の4種類に割り付けられた。その他、個人当たりの自己負担額が設定されるプラ
ンなどがある）、受診行動や医療費を比較している。同研究からNewhouseらは、自己
負担率が下がるほど総医療費や救急医療費が増加することを示した。具体的には、年
間の総医療費が、95%自己負担群では254ドルであったのに対し、50%自己負担群では
328ドル、25%自己負担群では346ドル、0%の自己負担群の場合401ドルと増加した。
受診回数の推計から、医療費の増加は1回利用当たりの医療費が増加したのではなく、
受診回数の増加に起因することを示した（Newhouse, 1981）。HIEの中では子どもの受
診行動に関する研究も行われている。Leibowitzらは1,136名の子どもについて医療費
や受診行動を報告している。0%自己負担の0～4歳児は年間の外来利用割合が95%であ
ったのに対し、95%自己負担の0～4歳児では82%であった。年間の入院割合に関して
は、0～4歳では0%自己負担群が8.8%であったのに対し、95%自己負担群では4.5%で
あった（Leibowitz, 1985）。 
自己負担と受診行動の関連についてのその他の研究では、Wiskらのものがある。
WiskらはMEPS（Medical Expenditure Panel Survey）のデータを用い、インタビューで1
回でも医療ケアへの支出についての回答があった14,138名に対して、経済的負担を主
要な独立変数、医療ケアのニードに対しての対応が遅れたり行われなかったりしたこ
とを従属変数として分析を行っている。その結果、医療支出が多いこと（OR 1.85, 95% 
CI 1.48-2.31）、保険の継続性がないこと（継続性があるとOR 0.72, 95% CI 0.54-0.96）、
活動に制限のある子どもを持っていること（OR 1.81, 95%CI 1.38-2.38）が、医療ケア
のニードに対しての対応が遅れたり行われなかったりしたことと有意に関連が認め
られた（Wisk, 2012）。 
日本における小児医療費助成と受診行動の関係について実証研究は少ないものの、
いくつかの研究がある。先に引用した多田による生態学的研究では、小児医療需要を
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表す指標として被説明変数に平成8年、11年、14年の都道府県別医療機関受療率を用
いて回帰分析を行っている。乳幼児医療費助成制度の対象年齢拡大及び現物給付化が、
0歳から4歳の医療機関受療率と正の関連があるという結果であった。具体的には、乳
幼児医療費助成制度の対象を1歳引き上げると人口10万人あたり161人受療を引き上
げ、償還払いから現物給付化することよりさらに397人受療を増加させるという結果
であった（多田、2005）。岩本による都道府県を単位とした生態学的研究では、3歳未
満の医療費を被説明変数としているが、定額自己負担の有無は有意な関連を認めなか
った（β=-0.132（標準誤差（以下SE） 0.198））（岩本、2010）。しかし、いずれの研究
についても、医療費助成は市区町村の上乗せもあるため、都道府県を単位とした分析
では不十分である。別所は、国民生活基礎調査の個票を用いた研究において、自覚症
状があるときの通院の有無を表す2値変数を被説明変数として線形確率モデルを構築
し、医療費助成の有無については年齢と都道府県によって判定したダミー変数を用い、
多変量回帰を行った。その結果、医療費助成の有無は有意な関連がなかった（β=-0.219, 
SE 0.151））（別所、2012）。これも結果的には、助成については都道府県レベルで見た
ものである。大阪府においては2004年11月より、乳幼児医療費助成制度に一部自己負
担金の導入をはじめた。それを受けて行われた、診療所または病院の外来に来院した
保護者に対するアンケート調査では、「500円の自己負担金は、お子さまを医療機関に
連れて行くことに影響していますか」という質問に対し、「少しある」が44.3%、「か
なりある」が15.2%、「とても大きい」が12.3%という結果であり、また「負担金のた
めに受診が遅れて病気が重くなったことがありますか」という質問に対しては「ある」
が9.1%であった。武知らはこの結果を、「一部自己負担金導入は子育て支援からすれ
ば後退であり、今回のアンケート結果から見た子育て家庭の受診の現状を関係機関に
訴えていく必要があると思われる」と結んでいる（武知、2006）。この研究は受診意
思を直接確認したものではない。このように、医療費助成による子どもの受診への影
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響については、研究自体が少なく、個々の子どもへの助成の状況を調査したものでは
ない。 
選定療養費徴収の小児救急医療への影響について先行研究がある。吉田らは、ある
1 病院において選定療養費（時間外診療）として 3,150 円の徴収が開始されたことに
よる小児救急医療への影響を検討した。その結果、徴収後、小児科時間外受診者数は
前年度比 44.9%と大きく減少したが、小児科時間外入院患者数は前年度比 104.0%であ
った（吉田、2010）。 
他方、日本における、成人の医療費助成と受診行動の関係についての研究は多く存
在する。森村らは、子宮頸がん検診と受診率の関係について二次データ分析を行い、
自己負担が 1,000円未満の自治体では受診率が平均 5.61%、1,000円以上 2,000円未満
では 7.55%であったが、2,000 円以上の自治体では 2.17%と有意に受診率が低かった
（p=0.01）（森村、2009）。Naitoらは高齢者に対する 23価肺炎球菌ワクチン接種の医
療費助成と予防接種受診行動の関係についての自治体単位（n=1,742）での生態学的
研究を行った結果、助成がない自治体ではワクチン接種率の中央値が 14.5%であった
が、助成額が増加するにつれて接種率は増加し、全額助成の自治体での接種率の中央
値は 52.1%であった（Naito, 2014）。Ohkusaは東京都と 12の大都市圏の予防接種担当
者に電話調査を行い、自己負担の接種率との関連について検討した生態学的研究を行
い、自己負担が 1,000円増加すると 7%接種率が減少するという結果であった（Ohkusa, 
2005）。Kondo らは高齢者へのインフルエンザワクチン接種の全国データから無作為
抽出した 210自治体 300名のパネルデータを利用しワクチンの価格弾力性について調
査した結果、全国と都市部においては価格弾力性がほぼ 0 であったと報告している
（Kondo, 2009）。 
稲田らは、地域の基幹病院において、時間外診療に選定療養費を導入し患者負担額
を増やしたことの影響についてポアソン回帰モデルを使って分析した結果、特別料金
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導入前後で、重症患者の受療率はほとんど変化がなかったが、軽症患者の受療率は 6
割程度に減少したと述べている（稲田、2012）。 
自己負担額と成人の受診意思との関連についての日本の先行研究としては、
Babazono らの研究がある。健康保険被保険者への質問調査を行い、2003 年から自己
負担割合が 2割から 3割に引き上げられるのに伴い、疾患の際に受診が減るか否かを
仮想の質問として聞いている。その結果、心筋梗塞の際に受診が減ると回答した者が
6.8%おり、うつ病では受診が減ると回答した者が40.8%にも昇った（Babazono, 2004）。 
以上、成人の場合については、助成が大きいほど利用が増え、自己負担に関してそ
の金額が高いほど医療機関の利用が減少するという先行研究が多い。 
  
1.3 社会経済的要因、人口統計学的要因と受診行動 
日本以外の先進国では、Janicke らが米国 HMO でカバーされている世帯の、5～11
歳の子どもを持つ 367人の母親に対して後方視的に聞き取りを行い、母の不安が、救
急受診の有意な予測因子であるという結果を得た（Janicke, 2001）。Larsonらは National 
Survey of Children’s Healthの電話聞き取りデータを用いて、医療へのアクセスと利用
について、世帯収入によって有意な勾配が生じることを示した。被説明変数としてア
クセスの指標としてかかりつけ医の有無、満たされない医療ケアのニードなどを用い、
利用の指標として、過去 1年間に医療機関や歯科医療機関を受診したかどうかを用い
ている。その結果、収入が少ないほど過去 1年間の医療機関受診が少なかった（100% 
FPL（Federal Poverty Line）未満が 400% FPL 以上と比較して、OR 2.42（95% CI 
2.10-2.79））（Larson, 2010）。Doveyらは 1996年のMEPSのデータを用いて同様の分析
を行った結果、外来受診に関しては、児の年齢が低いこと（6-12歳に対し、2歳未満
の OR 3.92（95% CI 2.70-5.68））が受診の増加と関連し、貧困が医師受診の減少と関
連していた（100%FPL未満が 400% FPL以上と比較して、OR 0.80（95% CI 0.69-0.93））
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（Dovey, 2003）。またオランダにおける Uijenらの研究では、Dutch National Surveyか
ら無作為抽出した子どもの親 3,018人にインタビューを行い、過去 2週間に咳、咽頭
痛、耳痛のいずれかの症状があったか尋ね、その際の GP（General Physician）受診の
有無について、各要因の関連を見た。その結果、児の年齢が高いほど受診は少なく（1
歳増加で OR 0.91（95% CI 0.86-0.97））、両親の学歴は有意な関連がなかった。また両
親の心配の度合いが有意に関連していた（OR 4.95（95% CI 2.79-8.78））（Uijen, 2008）。 
学歴や収入と受診行動の関係については、発展途上国においても多くの研究がある。
Levinらのバングラデシュにおける研究では、2,304世帯の 15歳から 49歳の既婚女性
に対して、過去 2か月間に医療機関を受診したか聞き取り調査を行い、両親の学歴は
有意な関連が認められないが（父親学歴の OR 1.03、母親学歴の OR 0.99）、中所得層
は低所得層と比較して有意に受診が増加した（OR 1.77）（Levin, 2001）。Mashrekyら
は 171,366人の父母に対してインタビューを行い、子どもが熱傷か外傷を受傷した際
に医師のもとを受診しようとしたかを訪ね、父親が文盲でないことは有意に受診を増
加させるという結果であった（OR 1.90（95% CI 1.36-2.64））が、収入や母親の学歴は
有意な関連が無かった。（Mashreky, 2010）。Najninらは、病院に熱性疾患で入院した 5
歳未満の子ども 1,290人に対し、過去 2か月間の間に専門医を受診したことがあるか
を訪ね、収入が高いほど受診が増加し（最貧困層と比較して最富裕層の OR 5.6（95% 
CI 3.4-9.2））、父の学歴が中卒以上であると、小学校未通学よりも、児の受診が増加し
た（OR 1.8（95% CI 1.2-2.5））。また、児の年齢が 1歳未満であると、4歳以上よりも
受診が増加した（OR 1.6（95% CI 1.1-2.3））（Najnin, 2011）。ネパールにおける
Sreeramareddy らの研究では、母親が高卒であることが、中卒以下と比較して有意に
「適切なケア」（有資格の医療従事者への受診）を受ける確率が増加した（OR 7.43（95% 
CI 2.07-20.68））が、収入は関連がなかった（Sreeramareddy, 2006）。Teerawichitchainan
はベトナムにおいて、国の調査データから 11,355 人の子どもを対象として、過去 4
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週間に専門医を受診したかどうか聞き取りした。母の教育が文盲と比較して、中卒で
あると受診が増加した（OR 1.76（SE 0.41））が、貧困であることは有意な関連が無か
った。また 3人以上兄弟がいると受診が減少し（OR 0.50（SE 0.10））、子どもの年齢
が 1歳以上であると受診が少なかった（OR 0.64（SE 0.14））（Teerawichitchainan, 2008）。
ナイジェリアにおける Ogunlesiらの研究では、ある病院の救急外来を受診した児の母
親 168 人にインタビューを行い、症状が出てから 24 時間以内に受診したかどうかを
聞いたところ、母の学歴が中卒以上であると有意に 24時間以内の受診が増加した（OR 
18.0（p<0.001））（Ogunlesi, 2010）。グアテマラにおける Goldmanらの研究では、3,193
人の子どもに対して2週間日記をつけてもらい何らかの医療ケア従事者を受診したか
どうかを調べ、その結果小児の年齢が 1歳未満であることがOR 1.52（95%CI 1.18-1.95）
と、年齢が低いことが受診を増加させる要因であった（Goldman, 2000）。 
日本においては、Ishidaらが民間の世帯パネル（約 21万世帯）から 5,387世帯を無
作為抽出し、最終的に 18歳未満の子ども 1,024人の親に関して、質問紙で基本属性を
調査し、1か月の日記で子どもの症状と受診行動を記録した。その結果は、小児科診
療所受診は子どもの年齢と有意に関連があり（13～17歳を参照群として、2歳未満で
OR 7.32（95% CI 3.64-14.7）、2-5歳で OR 5.66（95% CI 3.21-9.97）、6-12歳で OR 2.41
（95% CI 1.41-4.11））、年齢との関連は診療所受診だけでなく、救急外来受診、病院外
来受診でも一部見られた。世帯主の学歴は一部のみ関連があり（外来受診に関して、
高卒以下を参照群として、大卒のみ有意に減少。外来受診の大学院以上や、それ以外
のアウトカムに関してはすべて統計的有意差なし）、収入や居住地域は関連がなかっ
た（Ishida, 2012）。妹尾は、健保組合のレセプト個票データと被保険者に対するアン
ケート調査を用いた研究を行った。アウトカムを子どもの外来通院日数として重回帰
分析を行った結果、親の所得は有意な関連がなく、子どもの年齢が低いこと（+1 歳
で β=-0.77（p=0.00））、配偶者が専業主婦であること（配偶者がフルタイムの労働を行
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っていると β=-2.85（p=0.01））が子どもの外来通院日数の多さと関連があった（妹尾、
2007）。下開は保育園、幼稚園、幼児サークルに通う 7 歳未満の乳幼児を持つ保護者
957人を対象とした質問紙調査を行い、乳幼児の過去 1年間の医療機関の利用回数を
被説明変数とした分析を行った。その結果、対象児に持病が有る場合（β=0.145
（p<0.01））、日頃の育児を支えてくれる親族人数が少ない場合（1人増えると β=-0.102
（p<0.05））、気軽に医療機関を利用する意識が高い場合（β=0.158（p<0.001））に、過
去 1年間の医療機関の利用回数が有意に多かった（下開、2009）。 
収入や学歴に関しては発展途上国では受診行動と関連があるという研究が多い反
面、日本以外の先進国では結果は様々であり、日本では収入や学歴が関連ないという
研究が多い。 
 
1.4 子どもの重症度と受診行動 
諸先進国の研究では、Janickeらはモデルの中に子どもの痛みや現在の健康状態を組
み込んでおり（Janicke, 2001）、Uijen らはモデルの中に、主観的健康観と、症状が 2
週間以上持続しているか否かということを入れている（Uijen, 2008）。Webair らの研
究では、予防接種のために医療機関を訪問した、5歳未満の児を持つ母親 212人に対
して行ったアンケートの分析によって、過去 2週間の急病時の受診について、咳、発
熱、下痢、呼吸困難の有無を調整した結果、呼吸困難があると受診が増加するという
結果であった（Webair, 2013）。 
発展途上国の研究では、Najnin らは説明変数に意識レベルの低下を入れている
（Najnin, 2011）。また Sreeramareddy ら、Teerawichitchainan らは親の感じた重症感を
説明変数として入れており（Sreeramareddy, 2006; Teerawichitchainan, 2008）、Goldman
らはモデルの中に様々な症状の種類を組み込んでいる（Goldman, 2000）。 
日本では、下開の研究の中で持病の有無がモデルに組み込まれている（下開、2009）。
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別所の研究では、自覚症状の有無を説明変数として入れている（別所、2012）。 
これらのほとんどの研究で、重症であるほど、持病をもっているほど、主観的健康
観が低いほど受診が増加することが示されている。 
 
1.5 本研究の目的 
先行研究を調べた限り、子どもの医療費助成が親の受診行動や受診意思にどのよう
な影響を与えるのかを調査した研究は少ない。しかも、子どもの重症度別に医療費助
成の程度やその他の社会経済的要因との関連の程度を検討することは行われていな
い。 
本研究の目的は、子どもの急病時の、医療費助成をはじめとした各要因の、親の受
診意思への影響が重症度によって異なるか否かを、レベルの異なる症状を設定した仮
想質問を用いて明らかにすることにある。 
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2. 方法 
 
2.1 J-SHINEについて 
本研究は科研費・新学術領域研究「社会階層と健康」プロジェクト Japanese Study of 
Stratification, Health, Income and Neighborhood （J-SHINE、日本名 まちと家族の健康
調査）のデータを利用した横断研究であり、J-SHINEは地域の住民の健康を促進する
ために重要な要因を探るために行われている研究である。対象は東京都内 2自治体と、
東京近郊 2自治体の計 4自治体に居住する 25歳から 50歳までの住民から、年齢・性・
地区によって層化無作為抽出した 13,920名とした。第 1ウエーブの調査は 2010年 7
月から 2011 年 2 月に行われた。対象者の社会経済的要因が多様であることを鑑み、
回答はコンピュータ支援による面接調査（Computer Assisted Personal Interview: CAPI）
により得た。CAPI はインターネット経由または貸出用パソコンを使用し、質問に対
して回答する（パソコンに不慣れな回答者に対しては調査員がパソコンを使用し、面
接で調査する）というものである。 
調査項目については、J-SHINE調査チームは様々な分野の研究者から構成されてお
り、それぞれの研究者が専門的立場から質問を設定した。第 1ウエーブの調査項目は
大きく、（1）人口統計的要因、（2）健康と生活様式、（3）医療保険と医療施設の利用
行動、（4）健康と生活に対する態度、（5）職業とキャリアパス、（6）配偶者、（7）子
ども、（8）両親、（9）社会への統合、（10）職業関連ストレスと心理、（11）収入、貯
蓄、消費、（12）社会的選好、（13）ドメスティック・バイオレンス、虐待、自殺イベ
ントを含む負のライフイベントに分けられた。上記の質問項目にすべて回答するには
およそ 3時間を要すると想定された。研究プロトコルは東京大学大学院医学系研究科
倫理委員会の承認を得た（承認番号 3073）。研究プロトコルは Takadaらの論文で詳述
されている（Takada, 2014）。著者は研究班の研究協力者としてデータの二次利用の申
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請を 2011「社会階層と健康」研究班データ管理委員会に対して行い、審査の上二次利
用について承認を得た。 
 本研究において、第1ウエーブの調査データを利用した。データの確定日は2012年8
月17日である。無作為抽出した13,920名に対して少なくとも調査員が5回訪問し接触を
試みた。その結果8,408名と接触でき、有効回答は4,385名から得られた。無作為抽出
対象を分母とした場合の回答率は31.5%であった。接触できた対象を分母とした場合
の回答率は52.1%であったが、性別、年齢構成はそれぞれの自治体の年齢構成とほぼ
同様となった。有効回答4,385名からの対象者選別のフローを図1に示した。Takadaら
の論文における最終的な有効回答数は4,357名と述べられており、本研究の対象者数と
異なっている。高田らは、無作為抽出した対象者の配偶者が回答してしまった場合に
除外したが、本研究においては、子どもについての情報を扱っているため、配偶者が
回答した場合でも結果には影響を及ぼさないと考え、高田らが除外した28名を含んだ
データで分析を行った。第1ウエーブの質問票全文はホームページで参照が可能であ
る（J-SHINE2010）。 
 
2.2 各自治体の子ども医療費助成 
日本は国民皆保険であるが、未就学児については 20%の自己負担があり、就学児に
ついては 75 歳未満の成人と同様 30%の自己負担がある。このシステムに加え、多く
の自治体では子どもの医療ケアに対して独自の助成制度を定めており、これらは自己
負担の一部または全額をカバーするものである。 
J-SHINEにおいて調査を行った 4自治体をそれぞれ A、B、C、Dとする。Aは東京
都の特別区の 1つであり、Bは東京都下の市、Cは千葉県の中核市、Dは埼玉県の市
である。研究期間内における各自治体の助成制度について、自治体の公式ホームペー
ジを閲覧するか、担当職員に直接電話で聞き取りを行って以下の情報を得た。 
15 
 
自治体 A: 親の収入によらず、中学 3年生まで自己負担分の全額助成。 
自治体 B: 未就学児では、親の収入が 1,000万円未満の場合は全額助成。1,000万円以
上の場合は助成なし。小学 1年生から中学 3年生までは、世帯所得が所得制限未満（後
述）の場合は、外来 1回の受診につき 200円自己負担、入院及び調剤は自己負担なし。
所得制限以上の場合は助成なし。所得制限は、扶養家族が 0 人の場合は 532 万円、1
人の場合は 570万円、以降 1人扶養家族が増加するごとに 38万円増加する。 
自治体 C: 2010年 11月までは、住民税非課税世帯では未就学児に関しては全額助成。
就学児は助成なし。住民税課税対象世帯については、未就学児に関しては外来 1回の
受診につき 200円自己負担、入院 1日につき 200円自己負担、調剤は自己負担なし。
就学児は助成なし。2010年 12月以降は、住民税非課税世帯では小学 3年生までは全
額助成。小学 4年生以上は助成なし。住民税課税世帯では、小学 3年生までは外来 1
回の受診につき 200円自己負担、入院 1日につき 200円自己負担、調剤は自己負担な
し。小学 4年生以上は助成なし。 
自治体 D: 2010年 9月までは、親の収入によらず、未就学児まで自己負担分の全額助
成。就学児では助成なし。2010年 10月以降は、親の収入によらず、小学 3年生まで
自己負担分の全額助成。小学 4年生以降は助成なし。 
 
2.3 説明変数 
主要な説明変数は医療費助成である。医療費助成に関しては、それぞれの子どもに
ついて、居住地、収入、子どもの数から 3群に分類した。自己負担が全くない「全額
助成」群、外来受診 1回について自己負担が 200円生じる「一部助成」群、自治体独
自の助成がない「助成なし」群とした。自治体 C と D に関しては研究期間内に助成
制度に変更があったが、質問に答えた日付における助成制度でカバーされていると見
なした。 
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社会経済的要因については、収入と最終学歴を分析に含めた。世帯所得についての
元々の質問は、最も少ない収入のカテゴリが 25 万円未満、最も多い収入のカテゴリ
が 2,000万円以上、という 15のカテゴリからなっており、回答者の世帯所得は選んだ
選択肢における中央値とした。その世帯所得を世帯の人数の平方根で除したものを等
価世帯所得とし（厚生労働省、2011b）、等価世帯所得は 300万円未満及び 300万円以
上の 2値変数とした。300万円というカットオフ値は、2005年の日本における等価世
帯所得の中央値に近似している（西村、2005）。回答者の最終学歴に関しては、高卒
またはそれ未満、短大または高専、大学または大学院の 3カテゴリ変数とした。  
その他の説明変数は回答者の年齢（基本属性の記述と二変量解析においては 25-29
歳、30-34 歳、35-39 歳、40-44 歳、45-50 歳の 5 カテゴリ、多変量解析においては後
述の理由で連続変数として扱った）、回答者の性、子どもの年齢（基本属性の記述と
二変量解析においては 0-1歳、2-5歳、6-10歳、11-15歳の 4カテゴリ、多変量解析に
おいては後述の理由で連続変数として扱った）、回答者夫婦（子どもの両親）の労働
の状況（共働きか否か）、きょうだい児の有無、 祖父母と同居の有無を用いた。ひと
り親（15歳以下の子がいるひとり親は 76名であった）は今回の分析からは除外した。 
親の健康観の代替変数として、「もしあなた自身の身体に不調があって病気が疑われ
る時に、あなたは最初にどのように対処しますか？」という質問の回答を用いた。「か
かりつけ医に相談する」という回答のみを「回答者の受診傾向」ありとし、それ以外
の回答（「家族に相談する」、「友人、職場、近隣の人（医師を除く）に相談する」、「新
聞やテレビで関連の情報を探す」、「インターネットの情報検索や掲示板を利用する」、
「医学関係の書籍、ガイドブックで情報を得る」、「薬局で相談する」、「その他」）を
「回答者の受診傾向」なしとした 2値変数とした。 
 
2.4 被説明変数 
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主要な被説明変数は、子どものかぜ症状を想定した場合の親の医療機関受診意思と
した。「仮に、そのお子さん（15歳以下の子どもが 2人以上の場合は年長の子ども）
に、風邪の軽い症状（咳や鼻水、喉の痛みなど）がみられた場合、どのように対応し
ますか？診療時間中の出来事として、お答えください」という質問を「軽症のかぜ症
状に関する質問」とし、「仮に、 そのお子さん（15歳以下の子どもが 2人以上の場合
は年長の子ども）に、風邪の中でも重い症状（39℃以上の発熱や食欲の低下、おう吐
など）がみられた場合、どのように対応しますか？診療時間中の出来事として、お答
えください」という質問を「重症のかぜ症状に関する質問」とした。回答の選択肢と
しては、「救急車を呼ぶ」（本選択肢のみ、軽症のかぜ症状に関する質問においては存
在しない）、「その日のうちに診療所を受診」、「その日のうちに一般の病院を受診」、「大
学病院を受診」（以上の 4項目を「その日に受診」とした）、「売薬を内服させる」、「以
前に医師に処方された薬の余りを内服させる」、「休ませて様子を見る」（以上の 3 項
目を「その日に受診しない」とした）、「分からない」（主分析からは除外）の項目で
あった。軽症のかぜ症状の質問では「その日に受診」すると答え、重症のかぜ症状の
質問では「その日に受診」しないと答えた群は論理矛盾の可能性があるが、軽症のか
ぜ症状と重症のかぜ症状では、親が子の看護休暇を取るか否か、実家に預けるか否か
など様々な要因により一見矛盾していると思われるような回答をすることも考えら
れたため、分析から除外はしなかった。 
 
2.5 統計分析 
軽症のかぜ症状、重症のかぜ症状というそれぞれ異なる 2つの症状の質問に対する
回答を分けて分析した。 
二変量解析においては、「その日に受診」の有無に対して、医療費助成、等価世帯
所得、最終学歴やその他の共変量の分布について分析した。それぞれのカテゴリの分
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布の偏りを調べるためにカイ二乗検定もしくは Fisherの直接確率検定を用いた。 
また、多変量解析はロジスティック回帰分析を行った。比較のために単ロジスティ
ック回帰もあわせて行った。居住地域に関しては医療費助成との多重共線性を示した
ため、モデルに含めなかった。 
多変量ロジスティック回帰分析により「その日に受診」することへのそれぞれの独
立変数のオッズ比を算出した。変数はすべて強制投入し、Hosmer-Lemeshow検定にお
いてモデルの当てはまりを検討した。 
サブグループ分析として以下を行った。乳幼児と学童では同様の症状であっても、
親の不安度や実際の緊急性が異なる可能性があるので、0～5歳と、6歳以上で層別化
した分析を行った。地域は助成だけでなく所得や学歴など様々な要因でクラスタを作
っていることが考えられたため、地域で層別化した分析も行った。また、親の性別に
よって各変数の属性および受診意思の決定要因が異なることが予想されたため、親の
性別で層別化した分析を行った。 
自治体 C と D に関して、調査期間内に助成制度の変更があることは別の質問の中
で知らされているものの、回答時点でその子どもが実際にカバーされる助成と、回答
者が自分の子どもについて回答時に念頭に置く助成が異なることも予想されたので、
感度分析として、自治体 C と自治体 D については、すべての回答者が変更以前の助
成制度にカバーされているとした仮定に基づいた分析を行った。  
また、主分析では軽症の質問、重症の質問に対する「分からない」の回答は除外し
たが、感度分析として、「分からない」の回答を「その日に受診」のカテゴリにすべ
て組み込んだ場合と「その日に受診しない」のカテゴリにすべて組み込んだ場合の分
析をそれぞれ行った。 
分析に用いた項目に欠損値がある者は対象から除いた。分析は統計分析ソフト SAS 
ver9.3を用いた（SAS Institute, Cary, NC）。P値は有意水準 0.05で両側検定を行った。 
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3. 結果  
 
15歳以下の子どもがいる 2,097名のうち、いずれの変数にも欠損のない 1,604名が
分析に含まれた（図 1）。分析に使用した説明変数、被説明変数のいずれかに欠測のあ
った回答者が 493名いたが、そのうち 363名は世帯所得の欠測であった。493名のう
ち被説明変数に欠測があったものを除くと 487名であるが、この 487名のうち、軽症
のかぜ症状の質問で「その日に受診」すると回答した割合が 38.0%、重症のかぜ症状
の質問で「その日に受診」すると回答した割合が 95.1%と、いずれも分析対象の 1,604
名と大きな違いは認められなかった。図 2で、それぞれの重症度の症状に対しての親
が選んだ選択肢の割合を要約した。軽症のかぜ症状の場合、38.4%の回答者がその日
のうちに何らかの医療機関を受診すると回答した。その中では、ほとんどの回答者が
診療所を受診すると回答した。重症のかぜ症状の場合、95.9%の回答者がその日のう
ちに何らかの医療機関を受診すると回答する一方、4.1%だけがその日のうちには医療
機関を受診しないと回答した。軽症のかぜ症状の場合「その日に受診」すると回答し、
かつ重症のかぜ症状の場合「その日に受診」しないと回答した者は 10 名であった。
10名中 10名が軽症のかぜ症状では「診療所を受診する」と回答した。重症のかぜ症
状では 10名中 8名が「休ませて様子を見る」と回答し、2名が「以前に医師に処方さ
れた薬の余りを内服させる」と回答した。また、10名中 9名が現在働いている者であ
った。 
対象者の基本属性を表 1 に示した。等価世帯所得としては 300 万円未満が 32.2%、
300 万円以上が 67.8%であった。回答者の最終学歴は高卒以下が 22.4%、高専、短大
が 36.6%、大学または大学院が 41.0%であった。助成制度については、全額助成が 41.8%、
一部助成が 18.4%、助成なしが 39.8%であった。共働き世帯の回答者とそうでない世
帯の回答者はほぼ半数ずつであった。回答者の受診傾向は「なし」が 90.9%、「あり」
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が 9.1%であった。また、表には示していないが、地域別に所得の分布を見ると、等
価世帯所得が 300万円未満である割合は、自治体 Aで 37.9%、Bで 22.7%、Cで 32.3%、
Dで 36.2%であった。学歴の分布は、高卒以下である割合が自治体 Aで 30.1%、Bで
16.1%、Cで 20.7%、Dで 23.3%であった。所得と学歴については自治体間でややばら
つきがある一方、子どもの年齢については、0～5歳児の割合が、自治体 Aで 38.5%、
Bで 34.7%、Cで 37.5%、Dで 35.3%と大きな違いが無かった。 
助成群ごとの対象者の基本属性を表 2に示した。助成は概ね地域と収入とこどもの
年齢によって決定されることから、地域、等価世帯所得、子どもの年齢は助成群間で
分布の違いが見られ、子どもの年齢と関連がある親の年齢も同様であった。 
二変量解析の結果を、表 3と表 4に示した。軽症のかぜ症状に関する質問に対して
は、回答者の年齢、性別、地域、助成制度、子どもの年齢、きょうだい児の有無、共
働きか否かが統計的に有意に関連していた。等価世帯所得および最終学歴はいずれも
有意差を示さなかった。また、助成制度については、「全額助成」群については 48.0%
がその日に受診すると回答し、「一部助成」群では 40.7%がその日に受診すると答え
た。一方、「助成なし」群においてその日に受診すると回答した者は 26.8%に留まっ
た。重症のかぜ症状に関する質問に対しては、助成制度、子どもの年齢、きょうだい
児の有無が有意な関連を示した。重症のかぜ症状にもかかわらずその日に受診をしな
い群は全体の 4.1%程度であり、医療費助成がないこと、子供の年齢が高いこと、き
ょうだい児がいることが示された。等価世帯所得および最終学歴は有意差を示さなか
った。「その日に受診」の回答は、回答者の年齢が高いほど減少し、子どもの年齢に
ついても高いほど減少した。従って、ロジスティック回帰分析の中では回答者の年齢
及び子どもの年齢は連続変数として扱った。 
ロジスティック回帰分析の結果を表 5 と表 6 に示した。軽症のかぜ症状に関して、
男性は女性に比べて「その日に受診」する傾向を示した（OR 2.35, 95%CI 1.87-2.94）。
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子供の年齢が若いことは「その日に受診」と関連を示したが、統計的に有意ではなか
った。助成に関しては、全額助成を参照群として、「助成なし」群（OR 0.51, 95% CI 
0.38-0.69）と「一部助成」群（OR 0.73, 95% CI 0.55-0.97）のいずれもが、「その日に
受診」と回答した者が少なかった。単ロジスティック回帰で有意であった子どもの年
齢、きょうだい児の有無、共働きか否かは、多変量ロジスティック回帰では有意とな
らなかった。回答者の受診傾向、等価世帯所得、学歴、祖父母との同居の有無は二変
量解析と同様に、有意な関連を示さなかった。 
重症のかぜ症状に関する質問について（表 6）、「その日に受診」と有意な関連を示
す変数は見られなかった。助成については、全額助成と比較した場合、OR は「助成
なし」群で 0.62 (95% CI 0.31-1.27)、「一部助成」群で 1.04 (95% CI 0.44-2.43)であった
が、いずれも統計的有意差は見られなかった。 
サブグループ分析について、子どもの年齢で層別化した分析の結果を表 7（軽症の
かぜ症状の質問についての二変量解析）、表 8（重症のかぜ症状の質問についての二変
量解析）に示した。二変量解析の結果では、有意であった変数は軽症のかぜ症状の質
問においてはいずれの年齢群においても回答者の性別、地域、助成制度であり、重症
のかぜ症状の質問において、いずれの年齢群も有意な関連を示す変数がないという点
で同様であった。5歳以下の層において、重症のかぜ症状の質問で「その日に受診」
しないと回答した人数が 13 名と非常に少なく、モデルの信頼性が低いため、多変量
ロジスティック回帰の結果は採用しなかった。 
地域で層別化した分析の結果を表 9（軽症のかぜ症状の質問についての二変量解析）、
表 10（重症のかぜ症状の質問についての二変量解析）に示した。軽症のかぜ症状の質
問については、すべての自治体で回答者の性別、子どもの年齢、助成制度（比較が不
可能な自治体 A以外）において有意な関連を示した。A、Bの自治体で回答者の年齢
が有意な関連を示し、B、D の自治体できょうだい児の有無が有意な関連を示した。
22 
 
共働きか否かは、自治体 A のみで有意な関連を示した。回答者の受診傾向は D の自
治体のみで有意な関連が見られた。重症のかぜ症状の質問に関しては、自治体 Bにお
いて回答者の性別が、自治体 Dにおいて子どもの年齢と助成制度が有意な関連を示し
たが、その他有意な関連は見られなかった。 
性別で層別化した分析の結果を表 11（軽症のかぜ症状の質問についての二変量解
析）、表 12（重症のかぜ症状の質問についての二変量解析）、表 13（軽症のかぜ症状
の質問についての多変量解析）、表 14（重症のかぜ症状の質問についての多変量解析）
に示した。多変量解析の結果、軽症のかぜ症状の質問に関しては男性の年齢が有意差
を示さなかったのに対し女性は年齢が高いと有意に「その日に受診」の回答が減少す
るという結果であった。助成制度について、助成なし群では男女とも「その日に受診」
の回答が減少したが、一部助成群では、男性では有意に「その日に受診」の回答が少
なかったのに対し女性では有意な関連を示さなかった。きょうだい児の有無は男性で
は有意な関連を認めなかったが、女性ではきょうだい児がいると有意に「その日に受
診」の回答が少ないという結果であった。重症のかぜ症状に関しては、「助成なし」
群で女性のみ「その日に受診」の回答が少なかったが、それ以外有意な変数は見られ
なかった。 
医療費助成に関する感度分析の結果を表 15と表 16に示した。軽症のかぜ症状に関
する質問については、全額助成と比較して、「助成なし」群、「一部助成」群ともに、
主分析と同様の関連があり、その大きさはさらに小さくなった （助成なし群 OR 
0.50, 95% CI 0.38-0.66, 一部助成群 OR 0.61, 95% CI 0.44-0.85）。重症のかぜ症状に関
する質問については、「助成なし」群のオッズ比は 0.70であったが、「一部助成」群は
1.55であった（いずれも統計的有意差なし）。 
質問に対し「分からない」と回答したものに関して、全て「その日に受診」に組み
込んだ場合、および全て「その日に受診しない」に組み込んだ場合の感度分析を表 17
23 
 
（軽症のかぜ症状に関する質問）及び表 18（重症のかぜ症状に関する質問）に示した。
対象者数は 6名増加した。結果はどちらの場合においても、主分析とほぼ変わりがな
かった。 
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4. 考察  
 
4.1 医療費助成と受診意思の関連 
軽症のかぜ症状に関する質問に対しては 4割程度が「その日に受診」を選び、6割
強が「その日に受診しない」を選んだ。一方重症のかぜ症状に関する質問については
95％以上が「その日に受診する」を選んでおり、回答が大きく変わっていることから
も、2つの質問が異なる重症度を妥当に表現していたと言える。 
軽症のかぜ症状の場合、全額助成の回答者と比較して、一部助成（200円負担）群
および助成なし群では、「その日に受診」の回答をする者が少なかった。子どもの外
来受診 1回によって生じる医療費は 5,000円から 6,000円の間である（厚生労働省、
2012b）ので、助成がない場合の自己負担はおおよそ 1,000円から 2,000円程度と考え
られる。従って、咳や鼻汁など軽症のかぜ症状の場合は、助成なしの場合だけでなく、
1回 200円という少額の自己負担を伴う一部助成の場合でも、受診意思が抑えられる
可能性が示唆された。 
岩本による生態学的研究では定額自己負担の有無は有意な関連を認めず（岩本、
2010)、国民生活基礎調査の個票を用いた別所の研究でも、医療費助成の有無は有意
な関連を認めなかった（別所、2012）が、本研究ではそれらとは異なる結果であった。
岩本の研究は生態学的研究であり、別所の研究でも、個票単位の研究ではあるが医療
費助成の有無は都道府県と年齢からのみの判断であり、市町村独自の助成制度や所得
制限については考慮されていない。市町村、所得、年齢から個人単位で助成の程度を
詳細に推定して受診意思との関連を検証した研究としては本研究が日本で最初であ
り、より実態に近づくことができたと考えられる。 
重症のかぜ症状の場合、助成は「その日に受診」の意思と有意な関連が見られなか
った。「その日に受診」しないと答えた回答者の人数が少なかったことで、信頼区間
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が拡大したものと思われる。本研究の結果からは、39℃以上の発熱や嘔吐など重症の
かぜ症状で、助成がないことや一部助成が受診意思を抑制するという証拠は得られな
かった。しかし、推定値の大きさを見ると、「助成なし」群では 0.62であるのに対し、
「一部助成」群は OR 1.04であり、助成がない場合は重症のかぜ症状では受診意思が
抑えられる可能性も否定できない。この点に関しては、今後より大規模な集団を対象
とした分析を行う事で重症の症状時の受診行動の詳細な把握につながるものと思わ
れた。 
 
4.2 その他の変数と受診意思の関連 
社会経済的要因に関しては、収入も最終学歴も受診意思と有意な関連は見られなか
った。この結果は、日本における先行研究の結果と一致する。Ishida らは収入の関連
がなかったことについては、日本においては国民皆保険であることが大きく影響して
いるだろうと述べている。妹尾も、日本では年齢に関係なく、誰でも広くサービスの
利用が可能な社会であるのかもしれないと述べた上で、子どもの医療需要は、学歴や
所得といった社会階層よりも配偶者の就業状況といった夫婦の時間配分行動や生活
習慣などによって大きく規定されていると述べている。本研究においても、国民皆保
険の下の日本においては、収入やその他の社会経済的要因よりも、医療費助成の状況
が、子どもの急病時の親の受診意思のより重要な決定要因であると考えられた。 
男性の親の方が、「その日に受診」という回答をする傾向を示した。これは先行研
究にはない新しい知見であり、心配な親ほど医療機関を受診するという先行研究
（Janicke, 2001）と合わせて考えると、心配になった父親が医療機関をより多く受診
する可能性が示唆された。日本においては男性が労働を担い、女性が家事や育児をす
るものという観念が未だ残存している（Mori, 2002）。母親は医療機関、自治体が催す
セミナー、他の母親たちとの交流の中で育児に関する知識を深めていくが、父親は病
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気の子どもをどのようにケアするかという情報に接することが非常に少ない。その結
果、父親が病児の面倒を見る際には、母親よりも不安が強く出る可能性がある。別の
可能性として、父親の方が、実際医療機関に子どもを連れて行くのは自分ではなく配
偶者なので、「その日に受診する」と答えやすいことも考えられる。性別のサブグル
ープ分析の結果では、軽症のかぜ症状の質問については一部関連要因に違いが見られ
た。きょうだい児の有無が女性のみで有意な関連を示すという結果は、きょうだい児
がいることによる「受診しづらさ」を女性の方がより現実的に想像して回答した可能
性がある。共働きの有無や回答者受診傾向など、性差が関連すると思われるその他の
要因については違いが見られなかった。 
子どもの年齢は有意な関連が見られなかった。日本の先行研究では子供の年齢と受
診は負の関連を示したものが多い。本研究では統計的有意差はないものの同様の方向
性を示しており、より大規模な集団に対して同様の調査を行う事で有意な関連が見ら
れる可能性がある。サブグループ分析では、年齢によって「その日に受診」の意思の
決定要因に違いは見られなかった。 
もう１つのサブグループ分析である、地域での層別化分析の結果では、軽症のかぜ
症状の質問について、回答者の年齢、回答者の受診傾向、きょうだい児の有無、共働
きか否かにおいて、二変量解析において有意な関連を示した自治体と示さなかった自
治体があったが、有意差を示さなかった自治体においても分布を見る限り、概ね同様
の傾向を示しており、大きな地域差があるとは言えないと考えられる。重症のかぜ症
状の質問については、自治体 Dにおいてのみ助成制度が有意な関連を示した。これに
ついては、自治体 Dのみが全額助成群と助成なし群のみの比較となったため、有意差
が出やすくなったことが原因として挙げられる。 
多変量解析において、助成制度と多重共線性を示した地域の変数は投入しなかった
が、このことにより医療へのアクセスなど、助成とは異なる地域のファクターが考慮
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されていない可能性がある。例えば、医療従事者の密度が自治体間で異なる事による
アクセスの違いが考えられるが、医師・歯科医師・薬剤師調査によると、人口 10 万
人当たりの小児科医師数（診療科は複数回答可）は、Aが 20.6、Bが 36.6、Cが 18.8、
Dが 19.7であった（厚生労働省、2012a）。全国平均 23.4よりも Bのみが上回ってい
るが、二変量解析の結果では Bの自治体が突出して「その日に受診」の回答が多いと
いうことはなく、小児医療へのアクセスの違いが結果に大きな影響を及ぼしている可
能性は小さいものと思われた。 
共働きは有意な影響はなかった。妹尾の研究では、配偶者がフルタイムやパートな
ど働いていた方が、受診が有意に減少するという結果であり本研究と一致しない（妹
尾、2013）が、別所の研究では関連がないという結果であった（別所、2012）。妹尾
は通院日数を被説明変数としている。単に「その日に受診するかしないか」という被
説明変数よりも、通院日数は継続的な受診が関連すると思われるので、両親の就業形
態がより影響を及ぼしている可能性が示唆された。 
祖父母との同居は有意な関連が見られず、Ishidaらの先行研究と一致した。 
きょうだい児の有無に関しては、二変量解析ではきょうだい児がいると受診が少な
いという結果であったが、多変量解析では影響が無いという結果であった。これはき
ょうだい児の有無が子どもの年齢で交絡されていることが要因の一つであると考え
られた。 
 
4.3 本研究の一般化可能性について 
本研究の対象者は首都圏の一般集団から層化無作為抽出した研究であり、日本の都
市部については少なくとも一般化可能性はあると思われた。また、助成制度は日本の
医療システムに依存しているので、他の先進国、発展途上国についてそのまま当ては
めることはできない。 
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親の性別による受診意思の差については、本研究ではこれまでの先行研究にない新
しい知見であったが、女性が主に育児を担う国や地域においては、ある程度は本研究
の結果を当てはめることができる可能性があると思われた。 
また、本研究においては診療時間内の受診意思を評価したが、診療時間内であるこ
と自体が受診意思に影響を及ぼしていると考えられるので、休日・夜間についてその
まま当てはめることはできない。ただし、仮想質問で夜間・休日について受診意思を
質問すると、軽症のかぜ症状の質問については、模範的に「受診しない」という回答
する可能性があり、受診意思と受診行動についての乖離が強くなる可能性がある。仮
想質問ではなく、過去の受診について質問する方法などにより、今後、夜間・休日の
救急外来受診に関しての調査を行うことでより実態の把握につながるものと思われ
た。 
 
4.4 本研究の限界と強み 
本研究にはいくつかの限界がある。第一に、本研究では「実際に受診したか」とい
う受診行動ではなく、「このような場合受診するか」という受診意思を測定したため、
実際の受診行動との間に乖離がある可能性がある。その一方で、受診意思を聞くこと
には、受診行動についての研究では困難な重症度の調整が行えるという利点がある。
受診意思と受診行動の関係については今後検討が必要である。第二の限界は、すべて
の回答者に対し、軽症の風邪症状の質問が最初で、次に重症のかぜ症状の質問という
順序で質問を行ったため、順序効果の影響が避けられないことである（Schuman, 1996）。
第三に、２つの自治体では助成の制度が調査期間内に変更されたことで、実際の子ど
もの助成状況と、回答者が念頭に置く自分の子どもの助成の状態が異なる可能性があ
る。この可能性に対し感度分析を行ったが、いずれも主分析から導かれる結論に影響
しない結果であった。第四の限界は地域の属性など、全ての交絡因子を考慮できてい
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ないことである。 
本研究の強みは、様々な変数の関連を、異なる重症度において調査したことである。
このことによって子どもの急病時の親の受診意思がより明確に評価できた。我々の知
る限り、本研究は子どものかぜ症状が軽症の時には親の受診意思に医療費助成が関連
するということを初めて明らかにした研究である。もう一つの強みとしては、受診意
思に影響しうる広い範囲の要因について調査を行って分析に含めていることである。 
 
4.5 政策的含意 
中学生卒業まで医療費助成を行う自治体は 2011 年には 655 まで増えており、これ
は自治体の 40%を占める。この数は、2006年と比較して約 15倍にも増加している（日
本経済新聞電子版、2012a）。本研究の結果、診療時間内においては、軽症のかぜ症状
では助成なしと一部助成の場合受診意思が抑えられる可能性を示した。子どものかぜ
症状が軽症の時には親の受診意思に医療費助成が関連するという本研究の結果は、今
後の医療費助成の是非を含めた政策的議論の貴重な資料になると思われる。 
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5. 結論 
 
全額助成群と比較して、一部助成群および助成なし群では、軽症のかぜ症状の場合
は「その日に受診」の回答が有意に少ないことから、助成なしの場合においても、1
回 200円という少額の自己負担がある一部助成の場合においても、軽症のかぜ症状に
おいては受診意思が抑えられることが示唆された。重症のかぜ症状の場合、助成は「そ
の日に受診」の意思と有意な関連が見られなかったが、さらなる検討が必要と思われ
た。また、父親の方が子どもを「その日に受診」させると回答する傾向が示された。 
本研究は、子どものかぜ症状が軽症の時には親の受診意思に医療費助成が関連する
ということを初めて明らかにしたことに新規性があり、今後の医療費助成のあり方の
議論の重要な資料となるものである。 
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図 1 J-SHINEおよび本研究における対象者選別のフロー 
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図 2 軽症のかぜ症状、重症のかぜ症状それぞれに対して、親が選んだ選択肢の割合 
その日に受診 
 
その日に受診しない 
 
診療所 
病院 
大学病院 
救急車を呼ぶ 
売薬を飲ませる 
以前の処方薬を飲ませる 
休ませて様子を見る 
 
 
 
軽症のか
ぜ症状 
 
 
 
重症のか
ぜ症状 
36.0% 
2.1% 
0.1% 
 
12.1% 
6.0% 
43.7% 
81.6% 
 
11.9% 
1.5% 
1.1% 
0.6% 
0.6% 
2.9% 
39 
 
表 1  対象者の基本属性 
変数 人 % 変数 人 %
回答者の年齢（歳） 学歴
　25-29 137 8.5% 　高卒以下 359 22.4%
  30-34 280 17.5% 　高専、短大 587 36.6%
  35-39 432 26.9% 　大学、大学院 658 41.0%
  40-44 458 28.6% 助成制度
  45-50 297 18.5% 　全額助成 670 41.8%
回答者の性別 　200円負担 295 18.4%
  男性 755 47.1% 　助成なし 639 39.8%
  女性 849 52.9% 子どもの年齢（歳）
回答者の受診傾向 　0-1 204 12.7%
　なし 1458 90.9%   2-5 381 23.8%
　あり 146 9.1%   6-10 473 29.5%
地域   11-15 546 34.0%
　Ａ 311 19.4% きょうだい児の有無
　Ｂ 383 23.9% 　一人っ子 558 34.8%
　Ｃ 477 29.7% 　きょうだい児有り 1046 65.2%
　Ｄ 433 27.0% 回答者と配偶者の働き方
等価世帯所得（万円） 　共働き 755 47.1%
  300未満 516 32.2% 　それ以外 849 52.9%
  300以上 1088 67.8% 祖父母との同居
　なし 1531 95.4%
　あり 73 4.6%  
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表 2 助成群ごとの対象者の基本属性 
全額助成群 (n=670) 一部助成群 (n=295) 助成なし群 (n=639)
変数 人 % 人 % 人 %
回答者の年齢（歳）
　25-29 91 13.6% 42 14.2% 4 0.6%
  30-34 169 25.2% 69 23.4% 42 6.6%
  35-39 194 29.0% 110 37.3% 128 20.0%
  40-44 152 22.7% 59 20.0% 247 38.7%
  45-50 64 9.6% 15 5.1% 218 34.1%
回答者の性別
  男性 329 49.1% 140 47.5% 286 44.8%
  女性 341 50.9% 155 52.5% 353 55.2%
回答者の受診傾向
　なし 616 91.9% 276 93.6% 566 88.6%
　あり 54 8.1% 19 6.4% 73 11.4%
地域
　Ａ 311 46.4% 0 0.0% 0 0.0%
　Ｂ 114 17.0% 47 15.9% 222 34.7%
　Ｃ 6 0.9% 248 84.1% 223 34.9%
　Ｄ 239 35.7% 0 0.0% 194 30.4%
等価世帯所得（万円）
  300未満 265 39.6% 129 43.7% 122 19.1%
  300以上 405 60.4% 166 56.3% 517 80.9%
回答者の最終学歴
　高卒以下 168 25.1% 54 18.3% 137 21.4%
　高専、短大 245 36.6% 114 38.6% 228 35.7%
　大学、大学院 257 38.4% 127 43.1% 274 42.9%
子どもの年齢（歳）
　0-1 146 21.8% 54 18.3% 4 0.6%
  2-5 246 36.7% 120 40.7% 15 2.3%
  6-10 168 25.1% 105 35.6% 200 31.3%
  11-15 110 16.4% 16 5.4% 420 65.7%
きょうだい児の有無
　一人っ子 314 46.9% 125 42.4% 119 18.6%
　きょうだい有り 356 53.1% 170 57.6% 520 81.4%
回答者と配偶者の働き方
　共働き 283 42.2% 99 33.6% 373 58.4%
　それ以外 387 57.8% 136 46.1% 266 41.6%
祖父母との同居
　なし 641 95.7% 283 95.9% 607 95.0%
　あり 29 4.3% 12 4.1% 32 5.0%  
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表 3 「その日に受診」に関連する要因についての二変量解析の結果（軽症のかぜ症
状に関する質問） 
変数 人 % P値 変数 人 % P値
回答者の年齢（歳） 学歴
　25-29 74 54.0% <.0001 　高卒以下 126 35.1% 0.232
  30-34 129 46.1% 　高専、短大 221 37.6%
  35-39 166 38.4% 　大学、大学院 266 40.4%
  40-44 154 33.6% 助成制度
  45-50 90 30.3% 　全額助成 322 48.0% <.0001
回答者の性別 　200円負担 120 40.7%
　男性 361 47.8% <.0001 　助成なし 171 26.8%
　女性 252 29.7% 子どもの年齢（歳）
回答者の受診傾向 　0-1 98 48.0% <.0001
　なし 551 37.8% 0.268   2-5 194 50.9%
　あり 62 42.5%   6-10 170 35.9%
地域   11-15 151 27.7%
　Ａ 164 52.7% <.0001 きょうだい児の有無
　Ｂ 145 37.9% 　ひとりっ子 254 45.5% <.0001
　Ｃ 164 34.4% 　きょうだい有り 359 34.3%
　Ｄ 140 32.3% 回答者と配偶者の働き方
等価世帯所得（万円）   共働き 267 35.4% 0.027
  300未満 212 41.1% 0.104 　共働きでない 346 40.8%
  300以上 401 36.9% 祖父母との同居
　同居していない 585 38.2% 0.980
　同居している 28 38.4%
被説明変数=「その日に受診」
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表 4 「その日に受診」に関連する要因についての二変量解析の結果（重症のかぜ症
状に関する質問） 
変数 人 % P値 変数 人 % P値
回答者の年齢（歳） 学歴
　25-29 135 98.5% 0.359 　高卒以下 345 96.1% 0.950
  30-34 270 96.4% 　高専、短大 562 95.7%
  35-39 416 96.3% 　大学、大学院 632 96.1%
  40-44 437 95.4% 助成制度
  45-50 281 94.6% 　全額助成 652 97.3% 0.003
回答者の性別 　200円負担 287 97.3%
　男性 732 97.0% 0.054 　助成なし 600 93.9%
　女性 807 95.1% 子どもの年齢（歳）
回答者の受診傾向 　0-1 200 98.0% 0.004
　なし 1400 96.0% 0.633   2-5 372 97.6%
　あり 139 95.2%   6-10 456 96.4%
地域   11-15 511 94.0%
　Ａ 303 97.4% 0.174 きょうだい児の有無
　Ｂ 366 95.6% 　ひとりっ子 546 97.9% 0.005
　Ｃ 461 96.6% 　きょうだい有り 993 94.9%
　Ｄ 409 94.7% 回答者と配偶者の働き方
等価世帯所得（万円）   共働き 726 96.2% 0.686
  300未満 495 95.9% 0.981 　共働きでない 813 95.8%
  300以上 1044 96.0% 祖父母との同居
　同居していない 1469 96.0% 0.980
　同居している 70 95.9%
被説明変数=「その日に受診」
 
43 
 
表 5 「その日に受診」に関連する要因についてのロジスティック回帰分析の結果（軽
症のかぜ症状に関する質問） 
単ロジスティック 多変量ロジスティック
変数 OR(95%CI) OR(95%CI)
回答者の年齢　　　　（変化量：1歳） 0.95 (0.94-0.97) 0.98 (0.95-1.00)
回答者の性別　　　　（参照群：女性)
　男性 2.17 (1.77-2.67) 2.35 (1.87-2.94)
回答者の受診傾向　（参照群：なし）
　あり 1.22 (0.86-1.72) 1.43 (0.99-2.06)
助成制度　　　　　　　（参照群：全額助成）
　助成なし 0.40 (0.31-0.50) 0.51 (0.38-0.69)
　200円負担 0.74 (0.56-0.98) 0.73 (0.55-0.97)
等価世帯所得　　　  （参照群：300万円未満）
　300万円以上 0.84 (0.68-1.04) 0.97 (0.76-1.23)
学歴　　　　　　　　　  (参照群：高卒以下)
　高専、短大 1.12 (0.85-1.47) 1.29 (0.97-1.73)
　大学、大学院 1.26 (0.96-1.64) 1.11 (0.83-1.48)
子どもの年齢         （変化量：1歳） 0.92 (0.90-0.94) 0.99 (0.95-1.03)
きょうだい児の有無　（参照群：きょうだい児あり）
　一人っ子 1.60 (1.30-1.97) 1.20 (0.92-1.56)
回答者と配偶者の働き方　(参照群：共働き)
　共働きでない 1.26 (1.03-1.54) 1.05 (0.83-1.31)
祖父母との同居　　　（参照群：同居あり）
　同居なし 0.99 (0.61-1.61) 0.85 (0.51-1.42)
Hosmer-Lemeshow検定 p値 0.263  
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表 6 「その日に受診」に関連する要因についてのロジスティック回帰分析の結果（重
症のかぜ症状に関する質問） 
単ロジスティック 多変量ロジスティック
変数 OR(95%CI) OR(95%CI)
回答者の年齢　　　　（変化量：1歳） 0.97 (0.93-1.01) 1.02 (0.96-1.09)
回答者の性別　　　　（参照群：女性)
　男性 1.66 (0.99-2.78) 1.61 (0.92-2.80)
回答者の受診傾向　（参照群：なし）
　あり 0.82 (0.37-1.83) 0.96 (0.43-2.18)
助成制度　　　　　　　（参照群：全額助成）
　助成なし 0.43 (0.24-0.75) 0.62 (0.31-1.27)
　200円負担 0.99 (0.43-2.30) 1.04 (0.44-2.43)
等価世帯所得　　　  （参照群：300万円未満）
　300万円以上 1.01 (0.59-1.71) 1.16 (0.65-2.08)
学歴　　　　　　　　　  (参照群：高卒以下)
　高専、短大 0.91 (0.47-1.78) 0.97 (0.49-1.92)
　大学、大学院 0.99 (0.51-1.91) 0.82 (0.40-1.65)
子どもの年齢         （変化量：1歳） 0.91 (0.86-0.96) 0.93 (0.84-1.03)
きょうだい児の有無　（参照群：きょうだい児あり）
　一人っ子 2.43 (1.29-4.58) 1.59 (0.77-3.26)
回答者と配偶者の働き方　(参照群：共働き)
　共働きでない 0.90 (0.55-1.49) 0.70 (0.41-1.20)
祖父母との同居　　　（参照群：同居あり）
　同居なし 1.02 (0.31-3.32) 0.97 (0.29-3.24)
Hosmer-Lemeshow検定 p値 0.240  
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表 7 子どもの年齢で層別化した、「その日に受診」に関連する要因についての二変
量解析の結果（軽症のかぜ症状に関する質問） 
変数 人 % P値 人 % P値
回答者の年齢（歳）
　25-29 70 56.0% 0.217 4 33.3% 0.118
  30-34 93 47.0% 36 43.9%
  35-39 86 47.0% 80 32.1%
  40-44 33 50.8% 121 30.8%
  45-50 10 71.4% 80 28.3%
回答者の性別
　男性 170 57.1% <.0001 191 41.8% <.0001
　女性 122 42.5% 130 23.1%
回答者の受診傾向
　なし 271 52.5% 0.735 280 38.7% 0.093
　あり 21 49.7% 41 30.7%
地域
　Ａ 78 65.0% <.0001 86 45.0% <.0001
　Ｂ 77 57.9% 68 27.2%
　Ｃ 72 40.2% 92 30.9%
　Ｄ 65 42.5% 75 26.8%
等価世帯所得（万円）
  300未満 115 47.5% 0.331 97 35.4% 0.104
  300以上 177 51.6% 224 30.1%
学歴
　高卒以下 45 44.6% 0.49 81 31.4% 0.619
　高専、短大 109 51.4% 112 29.9%
　大学、大学院 138 50.7% 128 33.2%
助成制度
　全額助成 210 53.6% 0.027 112 40.3% <.0001
　200円負担 72 41.4% 48 39.7%
　助成なし 10 52.6% 161 26.0%
きょうだい児の有無
　ひとりっ子 189 51.8% 0.245 65 33.7% 0.470
　きょうだい有り 103 46.8% 256 31.1%
回答者と配偶者の働き方
  共働き 93 51.7% 0.572 174 30.3% 0.332
　共働きでない 199 49.1% 147 33.1%
祖父母との同居
　同居していない 281 49.3% 0.067 304 31.6% 0.711
　同居している 11 73.3% 17 29.3%
被説明変数=「その日に受診」
0-5歳 6-15歳
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表 8 子どもの年齢で層別化した、「その日に受診」に関連する要因についての二変
量解析の結果（重症のかぜ症状に関する質問） 
変数 人 % P値 人 % P値
回答者の年齢（歳）
　25-29 124 99.2% 0.526 11 91.7% 0.935
  30-34 191 96.5% 79 96.3%
  35-39 179 97.8% 237 95.2%
  40-44 64 98.5% 373 94.9%
  45-50 14 100.0% 267 94.4%
回答者の性別
　男性 293 98.3% 0.363 439 96.1% 0.127
　女性 279 97.2% 528 94.0%
回答者の受診傾向
　なし 532 97.6% 0.323 868 95.1% 0.458
　あり 40 100.0% 99 93.4%
地域
　Ａ 118 98.3% 0.756 185 96.9% 0.306
　Ｂ 130 97.7% 236 94.4%
　Ｃ 176 98.3% 285 95.6%
　Ｄ 148 96.7% 261 93.2%
等価世帯所得（万円）
  300未満 234 96.7% 0.135 261 95.3% 0.753
  300以上 338 98.5% 706 94.8%
学歴
　高卒以下 98 97.0% 0.286 247 95.7% 0.509
　高専、短大 210 99.1% 352 93.9%
　大学、大学院 264 97.1% 368 95.3%
助成制度
　全額助成 382 97.5% 0.662 270 97.1% 0.087
　200円負担 171 98.3% 116 95.9%
　助成なし 19 100.0% 581 93.7%
きょうだい児の有無
　ひとりっ子 214 97.3% 0.520 188 97.4% 0.078
　きょうだい有り 358 98.1% 779 94.3%
回答者と配偶者の働き方
  共働き 174 96.7% 0.224 552 96.0% 0.069
　共働きでない 398 98.3% 415 93.5%
祖父母との同居
　同居していない 558 97.9% 0.237 911 94.8% 0.555
　同居している 14 93.3% 56 96.6%
被説明変数=「その日に受診」
0-5歳 6-15歳
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表 9 地域で層別化した、「その日に受診」に関連する要因についての二変量解析の
結果（軽症のかぜ症状に関する質問） 
変数 人 % P値 人 % P値 人 % P値 人 % P値
回答者の年齢（歳）
　25-29 21 75.0% 0.002 15 57.7% 0.007 19 45.2% 0.118 19 46.3% 0.088
  30-34 33 58.9% 33 51.5% 32 40.0% 31 38.8%
  35-39 49 57.7% 33 37.1% 50 34.3% 34 30.4%
  40-44 46 48.9% 35 28.7% 37 29.6% 36 30.8%
  45-50 15 31.3% 29 35.4% 26 31.0% 20 24.1%
回答者の性別
　男性 89 60.5% 0.009 90 52.6% <.0001 94 41.4% 0.002 88 41.9% <.0001
　女性 75 45.7% 55 25.9% 70 28.0% 52 23.3%
回答者の受診傾向
　なし 145 51.6% 0.221 135 38.5% 0.421 151 35.0% 0.358 120 30.4% 0.005
　あり 19 63.3% 10 31.3% 13 28.2% 20 52.6%
等価世帯所得（万円）
  300未満 69 58.5% 0.331 39 44.8% 0.127 51 33.1% 0.688 53 33.8% 0.633
  300以上 95 49.2% 106 35.8% 113 35.0% 87 31.5%
学歴
　高卒以下 49 50.5% 0.869 22 35.4% 0.305 29 29.3% 0.151 26 25.7% 0.269
　高専、短大 69 53.9% 39 33.1% 59 31.9% 54 34.6%
　大学、大学院 46 53.4% 84 41.3% 76 39.4% 60 34.1%
助成制度
　全額助成 164 52.7% - 67 58.9% <0.001 0 0.0% 0.001 91 38.1% 0.005
　200円負担 - - 16 34.0% 104 41.9% - -
　助成なし - - 62 27.9% 60 26.9% 49 25.3%
子どもの年齢（歳）
　0-1 27 57.5% 0.003 26 57.8% <0.001 20 36.4% 0.046 25 43.9% <0.001
  2-5 51 69.9% 51 58.0% 52 41.9% 40 41.7%
  6-10 39 48.2% 30 26.8% 48 36.4% 53 35.8%
  11-15 47 42.7% 38 27.5% 44 26.5% 22 16.7%
きょうだい児の有無
　ひとりっ子 64 58.7% 0.121 70 47.3% 0.003 54 35.1% 0.828 66 44.9% <0.001
　きょうだい有り 100 49.5% 75 31.9% 110 34.1% 74 25.9%
回答者と配偶者の働き方
  共働き 78 46.7% 0.022 65 34.4% 0.167 69 33.7% 0.773 85 35.6% 0.111
　共働きでない 86 59.7% 80 41.2% 95 34.9% 55 28.4%
祖父母との同居
　同居していない 155 52.7% 0.986 142 38.6% 0.146 156 33.8% 0.181 132 32.4% 0.971
　同居している 9 52.9% 3 20.0% 8 50.0% 8 32.0%
C D
被説明変数=「その日に受診」
A B
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表 10 地域で層別化した、「その日に受診」に関連する要因についての二変量解析の
結果（重症のかぜ症状に関する質問） 
変数 人 % P値 人 % P値 人 % P値 人 % P値
回答者の年齢（歳）
　25-29 28 99.2% 0.313 25 96.2% 0.640 41 97.6% 0.714 41 100.0% 0.563
  30-34 54 96.5% 63 98.4% 77 96.3% 76 95.0%
  35-39 85 97.8% 86 96.6% 140 95.9% 105 93.8%
  40-44 90 98.5% 115 94.3% 123 98.4% 109 93.2%
  45-50 46 100.0% 77 93.9% 80 95.2% 78 94.0%
回答者の性別
　男性 143 97.3% 0.875 168 98.3% 0.022 220 96.9% 0.755 201 95.7% 0.267
　女性 160 97.6% 198 93.4% 241 96.4% 208 93.2%
回答者の受診傾向
　なし 274 97.5% 0.782 336 95.7% 0.603 417 96.8% 0.694 373 94.4% 0.937
　あり 29 96.7% 30 93.8% 44 95.7% 36 94.7%
等価世帯所得（万円）
  300未満 116 98.3% 0.445 82 94.3% 0.500 150 97.4% 0.526 147 93.6% 0.570
  300以上 187 96.9% 284 96.0% 311 96.3% 262 94.9%
学歴
　高卒以下 95 97.9% 0.349 61 98.4% 0.497 95 96.0% 0.436 94 93.1% 0.697
　高専、短大 126 98.4% 112 94.9% 177 95.7% 147 94.2%
　大学、大学院 82 95.4% 193 95.1% 189 97.9% 168 95.5%
助成制度
　全額助成 303 97.4% - 111 97.4% 0.283 6 100.0% 0.689 232 97.1% 0.008
　200円負担 - - 46 97.9% 241 97.2% - -
　助成なし - - 209 94.1% 214 96.0% 177 91.2%
子どもの年齢（歳）
　0-1 47 100.0% 0.347 43 95.6% 0.068 55 100.0% 0.332 55 96.5% 0.025
  2-5 71 97.3% 87 98.9% 121 97.6% 93 96.9%
  6-10 77 95.1% 109 97.3% 127 96.2% 143 96.6%
  11-15 108 98.2% 127 92.0% 158 95.3% 118 89.4%
きょうだい児の有無
　ひとりっ子 107 98.2% 0.546 145 98.0% 0.069 151 98.1% 0.239 143 97.3% 0.066
　きょうだい有り 196 97.0% 221 94.0% 310 96.0% 266 93.0%
回答者と配偶者の働き方
  共働き 174 96.7% 0.224 181 95.8% 0.847 198 96.7% 0.949 185 95.4% 0.459
　共働きでない 398 98.3% 185 95.4% 263 96.6% 224 93.7%
祖父母との同居
　同居していない 287 97.6% 0.375 352 95.6% 0.669 445 96.5% 0.448 385 94.3% 0.728
　同居している 16 94.1% 14 93.3% 16 100.0% 24 96.0%
A B C D
被説明変数=「その日に受診」
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表 11 親の性別で層別化した、「その日に受診」に関連する要因についての二変量解
析の結果（軽症のかぜ症状に関する質問） 
変数 人 % P値 人 % P値
回答者の年齢（歳）
　25-29 31 62.0% 0.018 43 49.4% <0.001
  30-34 62 50.0% 67 43.0%
  35-39 105 52.8% 61 26.2%
  40-44 100 45.5% 54 22.7%
  45-50 63 38.9% 27 20.0%
回答者の受診傾向
　なし 328 47.5% 0.530 223 29.1% 0.236
　あり 33 51.6% 29 35.4%
地域
　Ａ 89 60.5% 0.001 75 45.7% <.0001
　Ｂ 90 52.6% 55 25.9%
　Ｃ 94 41.4% 70 28.0%
　Ｄ 88 41.9% 52 23.3%
等価世帯所得（万円）
  300未満 104 49.1% 0.670 108 35.5% 0.005
  300以上 257 47.3% 144 26.4%
学歴
　高卒以下 68 41.5% 0.182 58 29.7% 0.044
　高専、短大 83 49.1% 138 33.0%
　大学、大学院 210 49.8% 56 23.7%
助成制度
　全額助成 189 57.5% <0.001 133 39.0% <0.001
　200円負担 65 46.4% 55 35.5%
　助成なし 107 37.4% 64 18.1%
子どもの年齢（歳）
　0-1 49 50.0% <0.001 75 45.7% <0.001
  2-5 121 60.5% 55 25.9%
  6-10 105 48.6% 70 28.0%
  11-15 86 35.7% 52 23.3%
きょうだい児の有無
　ひとりっ子 142 52.0% 0.245 112 39.3% <0.001
　きょうだい有り 219 45.4% 140 24.8%
回答者と配偶者の働き方
  共働き 161 50.6% 0.104 106 26.8% 0.090
　共働きでない 200 44.7% 146 32.1%
祖父母との同居
　同居していない 346 48.0% 0.659 239 29.5% 0.609
　同居している 15 44.1% 13 33.3%
被説明変数=「その日に受診」
男性 女性
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表 12 親の性別で層別化した、「その日に受診」に関連する要因についての二変量解
析の結果（重症のかぜ症状に関する質問） 
変数 人 % P値 人 % P値
回答者の年齢（歳）
　25-29 49 98.0% 0.852 86 98.9% 0.222
  30-34 121 97.6% 149 95.5%
  35-39 194 97.5% 222 95.3%
  40-44 211 95.9% 226 94.9%
  45-50 157 96.9% 124 91.8%
回答者の受診傾向
　なし 671 97.1% 0.425 729 95.1% 0.976
　あり 61 95.3% 78 95.1%
地域
　Ａ 143 97.3% 0.756 160 97.6% 0.117
　Ｂ 168 98.3% 198 93.4%
　Ｃ 220 96.9% 241 96.4%
　Ｄ 201 95.7% 208 93.2%
等価世帯所得（万円）
  300未満 206 97.2% 0.829 289 95.1% 0.990
  300以上 526 96.9% 518 95.1%
学歴
　高卒以下 157 95.7% 0.574 188 96.4% 0.410
　高専、短大 164 97.0% 398 95.2%
　大学、大学院 411 97.4% 221 93.6%
子どもの年齢（歳）
　0-1 97 99.0% 0.025 103 97.2% 0.152
  2-5 196 98.0% 176 97.2%
  6-10 212 98.2% 244 94.9%
  11-15 227 94.2% 284 93.1%
助成制度
　全額助成 322 97.9% 0.064 330 96.8% 0.051
　200円負担 138 98.5% 149 96.1%
　助成なし 272 95.1% 326 92.9%
きょうだい児の有無
　ひとりっ子 269 98.5% 0.057 277 97.2% 0.041
　きょうだい有り 463 96.0% 530 94.0%
回答者と配偶者の働き方
  共働き 349 96.9% 0.989 377 95.4% 0.625
　共働きでない 383 97.0% 430 94.7%
祖父母との同居
　同居していない 699 97.0% 0.971 770 95.1% 0.957
　同居している 33 97.1% 37 94.9%
男性 女性
被説明変数=「その日に受診」
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表 13 親の性別で層別化した、「その日に受診」に関連する要因についてのロジステ
ィック回帰分析の結果（軽症のかぜ症状に関する質問） 
男性 女性
変数 OR(95%CI) OR(95%CI)
回答者の年齢　　　　（変化量：1歳） 1.00 (0.97-1.03) 0.95 (0.91-0.99)
回答者の受診傾向　（参照群：なし）
　あり 1.29 (0.76-2.18) 1.43 (0.99-2.06)
助成制度　　　　　　　（参照群：全額助成）
　助成なし 0.53 (0.35-0.82) 0.48 (0.31-0.74)
　200円負担 0.62 (0.41-0.92) 0.85 (0.56-1.27)
等価世帯所得　　　  （参照群：300万円未満）
　300万円以上 1.03 (0.73-1.46) 0.95 (0.68-1.33)
学歴　　　　　　　　　  (参照群：高卒以下)
　高専、短大 1.27 (0.81-1.98) 1.21 (0.82-1.78)
　大学、大学院 1.40 (0.95-2.07) 0.71 (0.45-1.12)
子どもの年齢         （変化量：1歳） 0.97 (0.92-1.03) 1.01 (0.95-1.07)
きょうだい児の有無　（参照群：きょうだい児あり）
　一人っ子 0.97 (0.67-1.40) 1.50 (1.02-2.20)
回答者と配偶者の働き方　(参照群：共働き)
　共働きでない 1.06 (0.78-1.46) 0.97 (0.70-1.37)
祖父母との同居　　　（参照群：同居あり）
　同居なし 1.10 (0.53-2.27) 0.66 (0.32-1.36)  
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表 14 親の性別で層別化した、「その日に受診」に関連する要因についてのロジステ
ィック回帰分析の結果（重症のかぜ症状に関する質問） 
男性 女性
変数 OR(95%CI) OR(95%CI)
回答者の年齢　　　　（変化量：1歳） 1.08 (0.97-1.20) 0.98 (0.91-1.07)
回答者の受診傾向　（参照群：なし）
　あり 0.65 (0.18-2.30) 1.19 (0.41-3.48)
助成制度　　　　　　　（参照群：全額助成）
　助成なし 0.65 (0.20-2.12) 0.51 (0.38-0.69)
　200円負担 1.46 (0.30-7.19) 1.38 (0.67-2.84)
等価世帯所得　　　  （参照群：300万円未満）
　300万円以上 0.86 (0.31-2.40) 0.97 (0.76-1.23)
学歴　　　　　　　　　  (参照群：高卒以下)
　高専、短大 1.29 (0.39-4.24) 0.75 (0.31-1.81)
　大学、大学院 1.48 (0.53-4.18) 0.49 (0.19-1.28)
子どもの年齢         （変化量：1歳） 0.87 (0.73-1.04) 0.96 (0.85-1.10)
きょうだい児の有無　（参照群：きょうだい児あり）
　一人っ子 1.51 (0.45-5.14) 1.68 (0.69-4.08)
回答者と配偶者の働き方　(参照群：共働き)
　共働きでない 0.70 (0.28-1.74) 0.66 (0.34-1.31)
祖父母との同居　　　（参照群：同居あり）
　同居なし 1.00 (0.12-8.17) 0.97 (0.22-4.28)  
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表 15 「その日に受診」に関連する要因についてのロジスティック回帰分析におい
て、自治体 C,Dのすべての回答者が、制度変更前の助成制度にしたがっていると仮定
した感度分析の結果（軽症のかぜ症状に関する質問） 
主分析 感度分析
変数 OR(95%CI) OR(95%CI)
回答者の年齢　　　　（変化量：1歳） 0.98 (0.95-1.00) 0.98 (0.95-1.00)
回答者の性別　　　　（参照群：女性)
　男性 2.35 (1.87-2.94) 1.68 (0.97-2.93)
回答者の受診傾向　（参照群：なし）
　あり 1.43 (0.99-2.06) 2.35 (1.88-2.95)
助成制度　　　　　　　（参照群：全額助成）
　助成なし 0.51 (0.38-0.69) 0.50 (0.38-0.66)
　200円負担 0.73 (0.55-0.97) 0.61 (0.44-0.85)
等価世帯所得　　　  （参照群：300万円未満）
　300万円以上 0.97 (0.76-1.23) 0.97 (0.77-1.24)
学歴　　　　　　　　　  (参照群：高卒以下)
　高専、短大 1.29 (0.97-1.73) 1.29 (0.97-1.73)
　大学、大学院 1.11 (0.83-1.48) 1.12 (0.84-1.50)
子どもの年齢         （変化量：1歳） 0.99 (0.95-1.03) 0.98 (0.94-1.02)
きょうだい児の有無　（参照群：きょうだい児あり）
　一人っ子 1.20 (0.92-1.56) 1.16 (0.89-1.51)
回答者と配偶者の働き方　(参照群：共働き)
　共働きでない 1.05 (0.83-1.31) 1.07 (0.85-1.34)
祖父母との同居　　　（参照群：同居あり）
　同居なし 0.85 (0.51-1.42) 0.82 (0.49-1.36)  
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表 16 「その日に受診」に関連する要因についてのロジスティック回帰分析におい
て、自治体 C,Dのすべての回答者が、制度変更前の助成制度にしたがっていると仮定
した感度分析の結果（重症のかぜ症状に関する質問） 
主分析 感度分析
変数 OR(95%CI) OR(95%CI)
回答者の年齢　　　　（変化量：1歳） 1.02 (0.96-1.09) 1.02 (0.96-1.08)
回答者の性別　　　　（参照群：女性)
　男性 1.61 (0.92-2.80) 1.62 (0.93-2.82)
回答者の受診傾向　（参照群：なし）
　あり 0.96 (0.43-2.18) 0.92 (0.84-1.02)
助成制度　　　　　　　（参照群：全額助成）
　助成なし 0.62 (0.31-1.27) 0.70 (0.36-1.38)
　200円負担 1.04 (0.44-2.43) 1.55 (0.51-4.74)
等価世帯所得　　　  （参照群：300万円未満）
　300万円以上 1.16 (0.65-2.08) 1.18 (0.66-2.11)
学歴　　　　　　　　　  (参照群：高卒以下)
　高専、短大 0.97 (0.49-1.92) 0.95 (0.48-1.89)
　大学、大学院 0.82 (0.40-1.65) 0.80 (0.40-1.62)
子どもの年齢         （変化量：1歳） 0.93 (0.84-1.03) 0.92 (0.84-1.02)
きょうだい児の有無　（参照群：きょうだい児あり）
　一人っ子 1.59 (0.77-3.26) 1.55 (0.76-3.16)
回答者と配偶者の働き方　(参照群：共働き)
　共働きでない 0.70 (0.41-1.20) 0.70 (0.41-1.20)
祖父母との同居　　　（参照群：同居あり）
　同居なし 0.97 (0.29-3.24) 0.96 (0.29-3.20)  
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表 17 「その日に受診」に関連する要因についてのロジスティック回帰分析におい
て、「分からない」の回答を「その日に受診」に組み込んだ場合の感度分析、および
「その日に受診しない」に組み込んだ場合の感度分析の結果（軽症のかぜ症状に関す
る質問） 
主分析 分からない=受診 分からない=受診しない
変数 OR(95%CI) OR(95%CI) OR(95%CI)
回答者の年齢　　　　（変化量：1歳） 0.98 (0.95-1.00) 0.98 (0.95-1.00) 0.98 (0.95-1.00)
回答者の性別　　　　（参照群：女性)
　男性 2.35 (1.87-2.94) 2.34 (1.87-2.93) 2.34 (1.87-2.94)
回答者の受診傾向　（参照群：なし）
　あり 1.43 (0.99-2.06) 1.42 (0.99-2.04) 1.45 (1.00-2.08)
助成制度　　　　　　　（参照群：全額助成）
　助成なし 0.51 (0.38-0.69) 0.51 (0.38-0.69) 0.51 (0.38-0.69)
　200円負担 0.73 (0.55-0.97) 0.74 (0.55-0.98) 0.73 (0.55-0.97)
等価世帯所得　　　  （参照群：300万円未満）
　300万円以上 0.97 (0.76-1.23) 0.96 (0.76-1.23) 0.98 (0.77-1.24)
学歴　　　　　　　　　  (参照群：高卒以下)
　高専、短大 1.29 (0.97-1.73) 1.30 (0.97-1.73) 1.30 (0.98-1.74)
　大学、大学院 1.11 (0.83-1.48) 1.10 (0.82-1.47) 1.12 (0.84-1.50)
子どもの年齢         （変化量：1歳） 0.99 (0.95-1.03) 0.99 (0.95-1.03) 0.99 (0.95-1.03)
きょうだい児の有無　（参照群：きょうだい児あり）
　一人っ子 1.20 (0.92-1.56) 1.18 (0.91-1.54) 1.21 (0.93-1.57)
回答者と配偶者の働き方　(参照群：共働き)
　共働きでない 1.05 (0.83-1.31) 1.03 (0.82-1.29) 1.06 (0.84-1.33)
祖父母との同居　　　（参照群：同居あり）
　同居なし 0.85 (0.51-1.42) 0.87 (0.52-1.45) 0.84 (0.51-1.41)  
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表 18 「その日に受診」に関連する要因についてのロジスティック回帰分析におい
て、「分からない」の回答を「その日に受診」に組み込んだ場合の感度分析、および
「その日に受診しない」に組み込んだ場合の感度分析の結果（重症のかぜ症状に関す
る質問） 
主分析 分からない=受診 分からない=受診しない
変数 OR(95%CI) OR(95%CI) OR(95%CI)
回答者の年齢　　　　（変化量：1歳） 1.02 (0.96-1.09) 1.02 (0.96-1.09) 1.02 (0.96-1.08)
回答者の性別　　　　（参照群：女性)
　男性 1.61 (0.92-2.80) 1.61 (0.92-2.80) 1.59 (0.92-2.75)
回答者の受診傾向　（参照群：なし）
　あり 0.96 (0.43-2.18) 0.96 (0.42-2.17) 0.99 (0.44-2.23)
助成制度　　　　　　　（参照群：全額助成）
　助成なし 0.62 (0.31-1.27) 0.63 (0.31-1.27) 0.59 (0.29-1.20)
　200円負担 1.04 (0.44-2.43) 1.04 (0.44-2.44) 1.11 (0.47-2.58)
等価世帯所得　　　  （参照群：300万円未満）
　300万円以上 1.16 (0.65-2.08) 1.16 (0.65-2.08) 1.19 (0.68-2.11)
学歴　　　　　　　　　  (参照群：高卒以下)
　高専、短大 0.97 (0.49-1.92) 0.96 (0.49-1.91) 1.04 (0.53-2.03)
　大学、大学院 0.82 (0.40-1.65) 0.81 (0.40-1.65) 0.85 (0.43-1.68)
子どもの年齢         （変化量：1歳） 0.93 (0.84-1.03) 0.93 (0.84-1.03) 0.94 (0.85-1.04)
きょうだい児の有無　（参照群：きょうだい児あり）
　一人っ子 1.59 (0.77-3.26) 1.58 (0.77-3.24) 1.55 (0.77-3.17)
回答者と配偶者の働き方　(参照群：共働き)
　共働きでない 0.70 (0.41-1.20) 0.70 (0.40-1.20) 0.72 (0.43-1.23)
祖父母との同居　　　（参照群：同居あり）
　同居なし 0.97 (0.29-3.24) 0.98 (0.29-3.26) 0.95 (0.29-3.17)  
